








































































































ボゴールの回答者の（a）男女比は男 7 人、女 23 人で、（b）平均年齢は 38.1
歳、（c）職業は主婦 20 人、土木作業 4 人、手伝い仕事・販売員・自営業各 2 人
である。男女別に見ると、男性は土木作業 4 人、手伝い仕事・販売員・自営業各
1 人、女性は主婦 20 人、手伝い仕事・自営業・販売員各 1 人である。（d）世帯
年収は 1 家族平均 951 ドル、（e）1 世帯平均人数は 4.9 人である。世帯年収を世
帯人数で割ると、1 人当たりは 194.1 ドルとなる｡バンテンの回答者の（a）男女
比は男 3 人、女 28 人で、（b）平均年齢は 37.5 歳、（c）職業は主婦 21 人、自営
業 6 人、手伝い仕事・販売員・会社員・公務員各 1 人である。男女別に見ると、
男性は自営業 2 人、手伝い仕事 1 人、女性は主婦 21 人、自営業 4 人、販売員・
会社員・公務員各 1 人である。（d）世帯年収は不明、（e）1 世帯平均人数は 5.2
人である。アウランガバードの回答者の（a）性別は全員女性で、（b）平均年齢
は 40.7 歳、（c）1 人の会社勤めを除き 19 人が農民である。（d）世帯年収は 1 家
族平均 3143 ドル、（e）1 世帯平均人数は 4.4 人である。世帯年収を世帯人数で
割ると、1 人当たりは 714.3 ドルとなる｡ボゴール、アウランガバードともにほ
とんどが年収 3000 ドル以下の BOP 層に含まれるが『BOP 巨大市場をどう攻略
するか』によると、アウランガバードは BOP セグメント 2 および 4 に、ボゴー
ルは BOP セグメント 5 に属する。BOP セグメント 4 は、日本企業がターゲット
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図3　生活関連2
よい可能性がある。
11、蚊については、ボゴールで 93.3％（28 人）、バンテンで 80％（24 人）が多
いという回答であった。アウランガバードでは全員が多いという回答であ
った。蚊の問題は大きいと認識している。


















で 90.3％（28 人）であった｡アウランガバードでは 90.0％であった｡
























外は、中国製は 20％、ノキア 55％、その他 15％であった。バンテンで日













































で 9.1％（1 人）であった。台湾製（エイサー）が 54.5％あるが、中国製は
0。ボゴールでは所有率が 0％なので、当然日本製品の比率も 0 である。
ｃ、所有していない人のパソコンの必要度はボゴールで 93.3％（28 人）、バン
テンで 53.8％（7 人）であった。アウランガバードでは 68.8％である。必
要度はボゴールで非常に高い｡
ｄ、所有していない人のうち日本製のパソコンを希望する比率はボゴールで
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図7　自動車
であった。アウランガバードでは 70.0％である。
ｂ、所有しているバイクの日本製品の比率はボゴールで 100％（ホンダ 9 人、
ヤマハ 5 人、スズキ 1 人等）、バンテンでも 100％（ホンダ 11 人、ヤマハ 9 人、
スズキ 2 人等）であった。
ｃ、所有していない人のバイクの必要度はボゴールで 100％（13 人）、バンテ
ンでも 100％（5 人）であった。バイクの必要度はインドネシア 2 地区で
非常に高い。アウランガバードでは 50％であった。
ｄ、所有していない人のうち日本製のバイクを希望する比率はボゴールで
100％（ヤマハ 4 人、ホンダ 2 人等）、バンテンでも 100％（ヤマハ 4 人、ホ
ンダ 1 人等）であった。所有率も日本製を希望する率も 100％なので、当
然中国製は両方とも 0 である。
4、自動車
















ａ、冷蔵庫の所有率はボゴールで 24.1％（7 人）、バンテンで 77.4％（24 人）で
あった。アウランガバードでは 20.0％である。耐久消費財の所有率でボゴ
ールがアウランガバードを唯一上回っているのは冷蔵庫である｡
ｂ、所有している冷蔵庫の日本製品の比率はボゴールで 85.7％（シャープ 3 人、
サンヨー 2 人等）、韓国製 14.3％（サムスン 1 人）、中国製は 0 であった。バ
ンテンで 80.9％（シャープ 11 人、パナソニック 4 人、サンヨー 1 人、東芝 1
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人）、韓国製 19.0％（LG3 人、サムスン 1 人）、中国製は 0 であった。
ｃ、所有していない人の冷蔵庫の必要度はボゴールで 95.7％（22 人）、バンテ
ンで 71.4％（5 人）であった。アウランガバードでは 62.5％である。
ｄ、所有していない人のうち日本製の冷蔵庫を希望する比率はボゴールで
100％、バンテンでも 100％であった。冷蔵庫も自動車とバイク同様、所
有率も日本製を希望する率も 100％なので、当然中国製は両方とも 0 であ
る。
6、洗濯機




人、シャープ 3 人、パナソニック 2 人、サンヨー 1 人等）で、韓国製 8.3％
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図9　洗濯機
7、掃除機
ａ、掃除機の所有率はボゴールで 0％、バンテンで 3.2％（1 人）であった。両
地区とも所有率が非常に低い。前述のようにアウランガバードでは質問し
ていない。
ｂ、バンテンで掃除機を所有している（1 人）の日本製品の比率は 0 で、ボゴ








ａ、カメラの所有率はボゴールで 0％、バンテンで 6.5％（2 人）であった。ア










































２）5 年後今より豊かだと思うかについて、ボゴールで 2 人を除く 93.3％、バ





































10.0％、バンテンで 4.2％、日本品希望率はボゴールで 62.5％、バンテンでは 0
である。2）パソコンが次に低く、ボゴールは所有率が 0 なので日本品所有率も








である。ボゴールは所有率は 0 であるが、日本品希望率は 100％である。7）掃
除機はボゴールで所有率は 0、バンテンでも 1 人しか所有していないため、日本
品所有率は 0 であるが、日本品希望率はボゴール、バンテン両地域で 100％であ
る。家電同様高い比率が予想された精密機械の 8）カメラは、所有者が少なく、
所有希望者も少ないことが影響していると考えられるが、バンテンで日本品所有
率 50.0％、日本品希望率は 66.7％である。ボゴールは所有率は 0 であるが、日
本品希望率はやはり 100％である。
中国製品を所有していたのは、携帯電話で 1 人だけで、中国製品を希望してい
たのはパソコンで 1 人、カメラで 3 人だけである。調査結果からは、ＡＣ・Ｆ







ａ、品質について　ボゴールでは 良いが 93.3％、普通が 6.7％で、悪いという




は 0 であった。バンテンでは良いが 67.7％、普通が 29.0％、悪いが 3.3％
（1 人）であった。
ｃ、価格について　ボゴールでは高いが 36.7％、普通が 60％、安いが 3.3％で
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図14　日本の印象
64.535.5
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図13-1　日本製品の印象（ボゴール）
当然普通も 0、悪いも 0 である。バンテンでは良いが 64.5％、普通が 35.5％で、
悪いは 0 である。日本の印象が極めてよいことがわかる。聴き取りでどこで日本
について知ったか尋ねたところ（知らない 1 人を除き）、テレビで知った 7 人、日
本製品で 1 人、お手伝い先の主人が日本にいたときの写真で 1 人であった。印





















ない。JAPAN ブランドが通用するのは 5 年以内ともいわれている。BOP 層は将
来豊かになると考えており、所得が増えれば購買力が拡大する。拡大する需要を
逃さないためには日本企業は BOP 層向けに早急に戦略的に行動を始めるべきで
あろう。
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